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2017年度 平安女学院大学 子ども教育学科 

「日本国憲法」試験（2017.08.10実施） 解説 

2017.08.18.佐藤 

 

Ⅰ．全体についての講評 

１．全体  論理的記述を行うこと。 

 1.設問の１．から４．は、論理的に記述することができるために設定した設問です。 

 2.前提として、自分の頭で考えること。丸暗記しても、論述は解答できません。 

２．各設問 

 1.論点は、内容を説明する形で解答すること。 

 2.「法」は、法律(制定法)と、判決(判例)を指します。 

 3.諸説は、説の名称でなく、内容と根拠が必要です。 

 4.自説の述べ方は、根拠と、採用しない説への反論が必要です。 

 5.わずかの新聞記事から事例についての判断などはできません。 

6.全体をみて採点しました。 

＊子ども教育学科の問題は、講義で扱った事例と同一ではなく一捻りしたものを出題しました。皆さんだと対応

できると考えたからです。もちろん、論点や法律・判例、学説は同一です。 

Ⅱ．合格率 

 受験者59名、合格者58名、不合格者1名、合格率98.3% 

 評価割合は、A+：4名(6.9%)、A：16名(27.6%)、B：22名(37.9%)、C：16名(27.6%) 

 標準的な評価となっていると思います(私の本務校での評価割合の目安と一致していますので)。 

 素点は、シラバスは平常点4割・試験6割としてますが、実際には平常点4.1割・試験5.9割で計算しました。 

Ⅲ．個別問題毎の講評 

①から⑭の新聞記事から二つ選び、それぞれ次の点につき答えなさい。 

 １．記事において問題となっている法的論点 

 ２．その論点の前提となる法内容の説明 

 ３．その論点に関する諸説 

 ４．その論点に関する自らの見解 

注意：1.選択した記事番号を明記すること。二題の解答がないと回答とは認めない。二題の解答の順序は問わない。 

2.一題を解答用紙の表面に他の一題を裏面に書く目安で記述すること。関係ない事項を記入した答案は無効。 

3.採点基準（各問５０点満点、合計１００点満点で採点する）  

a)設問の１．から４．の項目毎に、基本的には○△Ｘの三段階評価を行う。 

b)必要なことが述べられていれば○で１０点、不十分ならば△で５点、関係することが何も述べられていな

いとＸで０点。 

c)さらに、独創的な考えがみられた場合には、各問共に10点の範囲で追加点をつける。 

①高校生政治活動の届け出制                     朝日新聞2016年06月08日付参照 

１．法的論点：子どもの人権を制限する校則に拘束力があるか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：法律に校則についての明文規定はない。最高裁は学校の裁量を広く認めている 

子どもの権利条約では子どもの意見表明権などが認められている 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：校則が不当、校則を厳格に適用するべきでない、処分はできない、校則に従うべき 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

  ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 
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②外国籍の参与員不可事件                      朝日新聞2011年12月28日付参照 

１．法的論点：外国籍の弁護士が参与となることは国民主権原理から禁止されるか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：国民主権とは、外国人とは、東京都管理職受験事件・最高裁判決 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：調停委員となれない、一律排除はおかしい、特別永住者も実態からすると「国民」 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

  ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

③君が代不起立事件                         朝日新聞2016年07月07日付参照 

１．法的論点：心の自由に反する行為を職務命令として強制された場合、拒否できるか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：憲法19条・20条、最高裁判決(心の自由侵害の側面はあるが、拒否は選択肢の一つ) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：拒否は選択肢の一つであり多くの人は他の対応する、本人にとっては苦痛 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

  ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

④光市母子殺害被告の実名本出版差止事件               朝日新聞2009年10月06日付参照 

１．法的論点：プライバシーを根拠として表現の自由を制約できるか 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：憲法21条、二重の基準論とその理由(自己実現と自己統治)、北方ジャーナル事件最高裁判決の基準 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：差止の容認、差止の否定 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

  ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑤小中指導要録所見欄非開示事件                   朝日新聞2000年10月28日付参照 

１．法的論点：内申書開示の可否 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：プライバシー権(内容と根拠:憲法13条)、最高裁判決(評点は開示、所見は非開示) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：全面開示説、一部開示説、全面非開示説 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

  ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑥夫婦同姓規定事件                         朝日新聞2013年05月29日付参照 

１．法的論点：強制的夫婦別姓制度が憲法の平等権に反するか否か 

２．法内容：憲法14条(平等権)、民法の同姓婚、最高裁判決(合憲) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：合憲(選択的夫婦別姓制度に反対)、違憲(選択的夫婦別姓制度に賛成) 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

  ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 
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⑦大規模太陽光発電所差止事件                    朝日新聞2016年11月12日付参照 

１．法的論点：所有権は景観権によって制約されるか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：憲法29条(財産権)、13条(新しい権利)、国立マンション事件最高裁判決(景観利益を認める) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：所有権を尊重、景観利益を認めるが大きな利益侵害のみ成立、景観権承認 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

  ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑧賃貸更新料事件                          朝日新聞2010年02月25日付参照 

１．法的論点：更新料を返還しない契約を結んでいたが、更新しない場合に更新料は返還されるか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：契約とは、消費者契約法、学納金についての最高裁判決(授業料のみ返還) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：契約しているので返還不要、消費者契約法にもとづき更新料返還、公序良俗違反で全額返還 

    ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

   ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑨ダンス規制事件                          朝日新聞2013年10月01日付参照 

１．法的論点：ダンスをさせるクラブを風俗営業法違反とするのは罪刑法定主義に反するか否か 

   ＊暴走族条例は関係ありません。 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：憲法上の人身の自由権、罪刑法定主義、最高裁判決(合憲的限定解釈) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：限定的合憲解釈、罪刑法定主義違反 

    ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

   ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑩高校必修科目履修漏れ事件                     朝日新聞2006年12月20日付参照 

１．法的論点：学習指導要領は法的拘束力を有するか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：教育を受ける権利(憲法27条)・社会権、学習指導要領とは、最高裁判決(国家の介入権を承認) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：拘束力ある(法律に基づいて制定、国家の教育権説)、拘束力ない(告示にすぎない、国民の教育権説) 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

   ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑪高度プロ                             朝日新聞2015年06月24日付参照 

１．法的論点：White Collarの長時間労働是正のために高度プロフェッショナル制度は有効か否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：労働時間の上限規制、残業規制、みなし労働時間制 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：賛成説・反対説・量的規制説 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

   ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 
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⑫生活保護世帯の預貯金                       朝日新聞1996年07月17日付参照 

１．法的論点：将来の不安に備えての生活保護費からの貯蓄を収入認定するべきか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：生活保護法4条(補足性原則)、中嶋訴訟・最判(生活保護の目的に合致するものであれば可能) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：貯蓄できるのは最低限度でないので収入認定できる、保護費の合理的利用は受給者による 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

   ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑬安保法制違憲訴訟                        朝日新聞2017年05月31日付参照照 

１．法的論点：集団的自衛権を認めた安保法が戦争放棄の憲法9条に違反するか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：安保法(集団的自衛権・自衛戦争承認)、憲法9条(戦争放棄、戦力不保持) 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：戦争放棄、個別的自衛権(自衛戦争)容認、集団的自衛権(自衛戦争)容認 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

   ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

⑭石綿訴訟                             朝日新聞2011年08月26日付参照 

１．法的論点：立法や行政の裁量を広く認める司法消極主義であるべきか否か 

    ＊項目があれば、△。説明がされていれば、○ 

２．法内容：権力分立(立法権・行政権・司法権)、国会が国権の最高機関、裁判官の独立、 

      靖国神社参拝問題での憲法判断回避の最高裁判決 

＊部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○ 

３．諸説：司法消極主義であるべき(国民主権より)、司法積極主義であるべき(憲法規範の優先) 

   ＊説の名称のみでは、×。内容が述べられていて、△。根拠が述べられていれば、○ 

４．自説 

   ＊自らの立場が選択されていることが最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○ 

 

問題の選択状況 

①2、②1、③2、④6、⑤8、⑥3、⑦4、⑧1、⑨3、⑩18、⑪11、⑫29、⑬26、⑭0 

 終盤の講義のテーマを選んだものが多かったようです。みなさんがわかり出してきたからでしょう。 

 

 

前回講義のまとめ 

＜論点＞立法や行政の裁量を広く認める司法消極主義であるべきか否か 

＜法> 権力分立(立法権・行政権・司法権)、国会が国権の最高機関、裁判官の独立、 

     靖国神社参拝問題での憲法判断回避の最高裁判決 

＜諸説＞司法消極主義であるべき(国民主権より)、司法積極主義であるべき(憲法規範の優先) 

 

［課題提出者数］ 

      4/13  4/20  4/27  5/11  5/18  5/25  6/01  6/08  6/15  6/22  6/29  7/06  7/13  7/20  7/27 

保育科   69   70  64    67  68   64    68  64  63   61    66   65  66   66    65 

子ども   60   60   59    59    59   58    57    54   58   58    58    59   59   59    59 


